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島根原子力発電所における連絡体制等の報告書の提出について  

  当社は，本日，経済産業省 原子力安全・保安院からの文書「平成19年新潟県

中越沖地震による東京電力柏崎刈羽原子力発電所での火災及び放射能漏れを

受けた電力会社への指示について」（平成19・07・16第2号）に基づく報告書を経

済産業省  原子力安全・保安院および島根県，松江市に提出しましたのでお知ら

せします。 

 

 

報告の概要 

1. 原子力発電所内で発生した火災に対する事業者による消防活動の体制

 

（1）火災発生時の連絡

（2）初期消火活動

（3）地元消防との連携他

（4）消防資器材の点検

（5）消火設備の設置状況

（6）教育訓練
 

2.
放射能漏れ等の事故についての発電所から本社，本社から関係官庁への報

告体制

 

（1）事故・故障発生時の連絡

（2）平常時の連絡資機材

（3）非常時の連絡資機材

（4）教育・訓練

 

添付： 「火災及び放射能漏れが発生した場合の島根原子力発電所における

連絡体制等の状況について」[PDF:406KB]

 

以上

 

 
関連リンク 

・ 原子力発電（環境@エネルギー）



 
火災及び放射能漏れが発生した場合の 

島根原子力発電所における連絡体制等の状況について 
 
 

平成１９年新潟県中越沖地震による東京電力柏崎刈羽原子力発電所での火災及び放射

能漏れを受けた島根原子力発電所の連絡体制等について以下のとおりご報告いたします。 
１．原子力発電所内で発生した火災に対する事業者による消防活動の体制 
（１）火災発生時の連絡 

夜間休日を問わず全て火災発見者は当直長に連絡し，当直長から消防署に通報する

こととしている。 
また，当直長に直接連絡ができない場合，火災発見者が直接消防署に通報し，その

後，直ちに当直長に消防署へ通報した旨を連絡する。 
 
（２）初期消火活動 

平日昼間においては，①発見者，当直員による消火活動および②自衛消防隊（消火

班）による消火活動を実施することとしている。 
また，夜間休日においては①発見者，当直員による消火活動および②必要に応じて

自衛消防隊（消火班）の呼び出しによる消火活動を実施することとしている。 
 
（３）地元消防との連携他 
  火災等が発生した場合円滑かつ安全な消火・救出活動等ができるよう地元消防署と

定期的に協議等（消防訓練に関する事前打合せ・訓練当日の指導助言，防火教育講師

の依頼，消防設備点検，緊急被ばく医療に関する意見交換）を実施している。 
 
（４）消防資器材の点検 

消防用設備については，１回／６か月の法定点検を，同様に１回／６か月の自主点

検を行っている。また，消防用器材については，１回／４か月の自主点検を行って

いる。 
 

（５）消火設備の設置状況 
①消防法に基づき，屋内消火栓設備，自動火災報知設備，不燃性ガス消火設備，泡

消火設備および消火器具（粉末，泡，ハロン）約 850 本等を設置している。 
②上記の他屋外消火栓設備，動力消火ポンプ設備（V66B（S）B2 級車載式）２台お

よび動力消火ポンプ設備（V46A（S）B3 級可搬式）１台を設置している。 
③消防法により設置が義務付けられている設備ではないが「変電所等における防火

 
 

 
 

                                                １ 



対策指針（JEAG5002）」に基づき，変圧器消火設備（１，２号機主変圧器，所内

変圧器および起動変圧器）を設置している。 
④大規模な地震で消火栓が十分使用できない場合，動力消火ポンプ設備（V66B（S）

B2 級車載式）２台および動力消火ポンプ設備（V46A（S）B3 級可搬式）１台に

より水源を取水槽として，初期の火災に対する消火活動は可能である。 
・V66B(S)B2 級車載式  

横型 2 気筒水冷 2 サイクル（総排気量 554CC）／水量 1.28m3/分/7.0 ㎏/cm2   
・V46A(S)B3 級可搬式  

横型 2 気筒水冷 2 サイクル（総排気量 554CC）／水量 1.21m3/分/5.5 ㎏/cm2   
⑤また，化学火災に対しては消火器具（粉末，泡，ハロン）により，初期の油等の

火災に対する消火活動は可能である。 
添付資料－１（消防用設備）参照 

 
 
（６）教育訓練 

消防署から講師を招いて行う防火管理に関する教育を１回／年実施している。 
消防訓練としては，総合訓練（消防署との合同訓練含む：通報連絡，消火活動，避

難誘導，負傷者救出，緊急被ばく医療，放射線管理の各訓練を実施）および火災対

策本部の班別訓練を１回／年，消火班（自衛消防隊）の放水訓練を２回／年，当直

員の初期消火訓練を各班１回／年以上実施している他，各課の消火器を使用した初

期消火訓練を実施している。         
                   添付資料－２（消防活動体制）参照 

 
 
２．放射能漏れ等の事故についての発電所から本社，本社から関係官庁への報告体制 

連絡体制については，実用炉則第１９条の１７に該当する事故・故障等の報告事象

終結後，関係者が一同に介して，その有効性について確認を行っている。 
また，連絡体制，資機材の機能確認，点検周期・内容等については社内規定に定め

実施している。 
 

（１）事故・故障発生時の連絡 
平日，休祭日（夜間を含む）を問わず発見者は当直長または各課長を経由して連絡

責任者に連絡することとしている。 
連絡を受けた連絡責任者は，関係官庁および本社に直接連絡することとしている。 

   
 

２ 



（２）平常時の連絡資機材 
  平常時には携帯電話，災害時優先電話，ＦＡＸ，一斉召集システム等を使用してお

り，これら平常時の資機材については，定期的に実施している通報訓練時にあわせて

健全性を確認している。 
①社内通報訓練（１回／月） 
②協定先，保安検査官，その他関係機関，社内通報訓練（１回／四半期） 
③国，協定先，保安検査官，その他関係機関，社内通報訓練（１回／年） 

 
（３）非常時の連絡資機材 

地震災害等で平常時の連絡に用いる資機材が使用できない場合にも，原子力防災資

機材として備えている通報装置を使用することが可能である。 
なお，点検については以下のとおり実施している。 
①原子力防災資機材については，社内規定において点検対象設備，点検内容，点検

頻度を規定している。 
②情報連絡に必要な通報装置等の資機材については，社内規定において点検周期が

定められ，以下の訓練時に動作を確認している。 
・通報訓練 

 
（４）教育・訓練 

事故等が発生した場合の通報連絡を正確かつ迅速に行うため，定期的（通報訓練時）

に実施している。 
①情報連絡訓練 
連絡責任者，連絡担当者による通報機材の操作方法の習熟。（１回／月） 

添付資料－３（放射能漏れ等の事故対応体制）参照 
 
    
 
添付資料 

添付資料－１ 消防用設備 
添付資料－２ 消防活動体制 
添付資料－３ 放射能漏れ等の事故対応体制 

 
以 上 

３ 



 
１．消防用設備 

区    分 数  量 設  置  箇  所 

   

〔消 火 器 具〕   

  粉末ＡＢＣ－１０型 ６９０本  

  粉末ＡＢＣ－２０型  ３９本  

  粉末ＡＢＣ－５０型    ２５本  

  泡    ２３本  

  ハロン    ７８本  

〔動力消防ポンプ設備〕 
  Ｖ６６Ｂ（Ｓ）［Ｂ２級］ 

 
    ２台 

 
・車庫内北側（車載式） 

  Ｖ４６Ａ（Ｓ）［Ｂ３級］     １台 ・  〃  （可搬式） 

〔屋内・屋外消火栓設備〕 
  屋外消火栓 

 
  ２８ヶ所 

 
・１号機系統 １５  ・２号機系統  ８  ・４４ｍ盤  ５ 

  屋内消火栓  １５１ヶ所 ・１号Ｒ／Ｂ １０・１号Ｔ／Ｂ １７・１号Ｒｗ／Ｂ ５・Ｃ／Ｂ ６ 

・２号Ｒ／Ｂ ２４・２号Ｔ／Ｂ １６・２号Ｒｗ／Ｂ ８ 

・管理事務所１号館 ３３・管理事務所２号館 ９・管理事務所３号館 ５ 

・Ｓ／Ｂ １８ 

  消火ポンプ    ６ヶ所 ・管理事務所１号館 １・管理事務所２号館 １・管理事務所３号館 １ 

・１号消火ポンプ室 ２・２号消火ポンプ室 ２・４４ｍ盤ポンプ室 １ 

〔自動火災報知設備〕   １８ヶ所 
  （受信機） 

・管理事務所１号館 ・管理事務所２号館 ・管理事務所３号館 

・管理事務所４号館 ・技術訓練棟１号館 ・技術訓練棟２号館 

・協力会社事務所 ・５号倉庫 ・２号倉庫 ・４号倉庫 ・防護本部 

・補機メンテナンスハウス ・サイトバンカ建物 ・４号ボイラー室 

・１号（Ｔ／Ｂ，Ｒ／Ｂ，Ｒｗ／Ｂ） ・１号中央 

・２号中央（Ｔ／Ｂ，Ｒ／Ｂ，Ｒｗ／Ｂ） ・運転シミュレータ訓練棟 

〔泡 消 火 設 備〕    １ヶ所 ・油タンク（№１，№２） 

〔不燃性ガス消火設備〕 
  二酸化炭素消火設備 

   ６ヶ所 ・１号Ｒ／Ｂ ＰＬＲＭＧセットＡ，Ｂ室・１号Ｔ／Ｂ Ａ，ＢーＤＧ室 

・１号Ｔ／Ｂ 油量計タンク室     ・１号Ｔ／Ｂ 主油タンク室 

  ハロン消火設備   １５ヶ所 ・Ｃ／Ｂ １号ケーブル処理室     ・Ｃ／Ｂ ２号Ａ，Ｂケーブル処理室 

・２号Ｒ／Ｂ ＰＬＲＭＧセット室   ・２号Ｒ／Ｂ Ａ，Ｂ－ＤＧ室 

・２号Ｒ／Ｂ ＨＰＣＳーＤＧ室    ・２号Ｔ／Ｂ 制御油圧装置室 

・２号Ｔ／Ｂ 油計量タンク室     ・２号Ｔ／Ｂ 主油タンク室 

・２号Ｒｗ／Ｂ Ａ，Ｂケーブル処理室 ・２号Ｒ／Ｂ Ａ，Ｂ燃料ディタンク室 

・２号Ｒ／Ｂ ＨＰＣＳ燃料ディタンク室 

〔誘導灯・誘導標識〕    １ 式 ・各建物 

〔連結送水管設備〕    １ヶ所 ・管理事務所１号館 

〔避難器具〕    １ヶ所 ・管理事務所１号館 

２．消防用器材 

 
品    名 数  量 設  置  箇  所 

〔防護区域内〕 

  携帯用拡声器 

 

    １台 

 

・第１チェックポイント 

  懐中電灯     ５個 ・第１チェックポイント 

  メガホン     ３個 ・第１チェックポイント 

  ホイッスル     ３個 ・第１チェックポイント 

  耐熱服     ３組 ・第１チェックポイント 

  救急用担架     ４台 ・Ｒ／Ｂ１号１Ｆエレベーター前 ・Ｃ／Ｂ１号Ｔ／Ｂ建物入口 

・Ｃ／Ｂ 中央制御室前    ・第１チェックポイント 

  バケツ    １０個 ・第１チェックポイント 

  救急薬品     １式 ・第１チェックポイント 

  火災発生時の初期対応手順書     １部 ・第１チェックポイント 

〔防護区域外〕 

  携帯用拡声器 

 

    ２台 

 

・一矢案内所 

  懐中電灯     ６個 ・一矢案内所 

  メガホン    １０個 ・一矢案内所 

  ホイッスル    １０個 ・一矢案内所 

  防火服     ７組 ・消防用機材置場 

  つるはし     ５丁 ・消防用機材置場 

  とびくち     ５丁 ・消防用機材置場 

  スコップ    １０丁 ・消防用機材置場 

  バケツ    １０個 ・消防用機材置場 

  はしご     ２丁 ・消防用機材置場 

  搬出区域用ロープ     １本 ・消防用機材置場 

  非常線用ロープ     ２本 ・消防用機材置場 

  普通ロープ     ４本 ・消防用機材置場 

  消火ホース    ５０本 ・消防用機材置場 

  キャップライト     ８個 ・消防用資材置場 

  トランシーバー     ２台 ・一矢案内所 

  救急薬品     １式 ・一矢案内所 

  救急用担架     １台 ・健康管理ｾﾝﾀｰ前 

  火災発生時の初期対応手順書     １部 ・緊急時対策室 

消 防 用 設 備 ・ 器 材 一 覧 表 
添
付
資
料
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消防活動体制 

 点検内容（現行ルール，体制等） 点検確認実績 

連絡体制 

夜間休日を問わず全て 火災発見者等*1→当直長→消防署 
                  *2――――→消防署 
*1: 自動火災報知設備の受信機で火災を確認した者を含む 
*2:当直長に直接連絡が出来ない場合。ただし直ちに当直長に 119 番通報し

た旨を連絡する。 

左記ルールの関係者への周知，徹底 
 

平成 19 年 7 月 19 日 

初期消火 
体  制 

平日昼間 ①発見者，当直員３名による消火活動 
     ②自衛消防隊 34 名（各班 10 名×３班）（消火班） 

による消火活動 
夜間休日 ①発見者，当直員 3 名による消火活動 
     ②自衛消防隊（消火班）の呼出しによる消火活動（必

要に応じ） 

左記ルールの関係者への周知，徹底 
 

平成 19 年 7 月 19 日 

①社内ルール 

自衛消防

隊 

別紙－１のとおり自衛消防隊（総数：３４名：保修担当次長を隊

長とした指揮者４名、各班 10 名×３班）（消火班）について定め

ている。 
 

②地元消防との連携 

火災等が発生した場合に円滑かつ安全な消火・救助活動等が出来

るように地元消防署と定期的に協議等（消防訓練に関する事前打

合せ・訓練当日の指導助言，防火教育講師依頼，消防設備点検，

緊急被ばく医療に関する情報交換）を行なっている。 

平成１８年度実績 
・消防設備点検打合せ；１回 
・設備点検；１回 
・防火教育；１回 
・緊急被ばく医療情報交換；１回 

③消火設備の設置状況 

① 消防法に基づき屋内・外消火栓設備等を設置している。 
（ハロン，二酸化炭素消火設備，泡消火設備） 

② 上記の他車載式（牽引式）2 台，可搬式 1 台の動力消防ポンプ

を設置している。（その他に変圧器消火設備あり） 
③ 大規模な地震で消火栓が十分使用できない場合，動力消防ポン

プによる海水等を水源とした消火活動が可能である。また，純

水補給水系，復水輸送系（管理区域内）の水による消火活動が

可能である。 
④ 化学火災に対しては，消火器（ABC，泡，ハロン）を集めて

消火することは可能である。 
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④消防資機材の点検 消防用設備：法定点検；1 回／6 ヶ月，自主点検；1 回／6 ヶ月 
消防用器材：自主点検；1 回／4 ヶ月 

平成１８年度消防用設備点検実績 
別紙－２のとおり 

⑤教育訓練 

①防火教育 消防署から講師による防火管理に関する知識教育を

１回／年実施。 
②消防訓練 総合訓練（１回／年）（消防署との合同訓練含む） 
      火災対策本部の班別訓練（１回／年） 

消火班（自衛消防隊）の放水訓練（２回／年） 
      当直員の初期消火訓練（各班１回／年以上） 
      各課の消火器を使用した初期消火訓練 
 
＊総合訓練：通報連絡，消火活動，避難誘導，負傷者救出，緊急

被ばく医療，放射線管理の各訓練を実施 

①防火教育（H18 年度実績）：１回 
  
②消防訓練実績（H18 年度実績） 
・総合訓練；１回（当社単独訓練） 
・班別訓練；１回 
・消火班放水訓練；２回 
・当直初期消火訓練；各班１回 
・各課初期消火訓練；１回 
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島根原子力発電所火災対策本部および自衛消防隊の編成・ 任務 
 
 火 災 対 策 本 部 

 本 部 長：発電所長 
・本部および自衛消防隊の活動総轄 

 副本部長：副所長，各次長（除．自衛消防隊長） 
      品質保証センター所長 

・本部長の補佐，本部長不在時等の任務代行 
 本 部 員：情報班長，広報班長，支援班長， 
      ﾌﾟﾗﾝﾄ監視班長，技術班長， 
      消火班長が指名する者２名， 
      放射線管理班長 

・本部長・副本部長の支援 
・各班における活動状況の把握 

支 援 班 
任務 
・本部設営，活動資機材調達 
・被災者の救出（救出隊） 
・救護（医療隊）および消防機関 
 救急隊への引継ぎ 
・消防署対応（到着時の対応から 
 現地指揮本部への誘導まで） 
（消防機関誘導隊） 
・避難者誘導および人員の確認 
 （避難誘導隊） 
・出社人員の把握(連絡担当) 
 
構成 
班 長：総務課長 
副班長：総務課課長代理 
副班長：専任課長（警備） 
班 員：総務課員（連絡担当・ 

医療隊・消防署誘導隊） 
    品質保証ｾﾝﾀｰ員（救出隊） 
    総務課員（避難誘導隊） 
 
 
 
 
(注)各隊は，本部および班長への

連絡手段を確立し，連絡員を指名

すること 

プラント監視班 
任務 

・プラント監視および保安上の必 

 要な措置 

・火災現場付近における電源隔離 
 操作 
 
 
 
 
 
 
 
構成 
班 長：発電課長 
副班長：発電課課長代理 
    業務担当副長 
班 員：発電課員 

消 火 班 
任務 
・消火器，屋内・外消火栓・可 
 搬式消火ﾎﾟﾝﾌﾟを利用しての 
 消火活動 
・延焼拡大防止 
・消火水の管理区域外への流 
 出防止 
 （土のうの運搬，積み上げ） 
 
 
 
 
構成 
班 長：機械保修課長 
副班長：電気保修課長 
班 員：１０名×３隊 

電気保修課員（１隊） 
機械保修課員（１隊） 
保修管理課員（１隊） 

 
 
 
 
 
 
(注)各隊は，本部および班長への

連絡手段を確立し，連絡員を指

名すること。 

放射線管理班 
任務 
・管理区域内で行われる消火活動 
 者等の被ばく管理 
・一時管理区域の設定 
・管理区域出入管理・物品搬出入 
 管理 
 
 
 
 
 
 
構成 
班 長：安全管理課長 
副班長：安全管理課課長代理 
    環境担当副長 
班 員：安全管理課員（２隊） 
 
 
 
 
 
 
 
 
(注)各隊は，本部および班長への

連絡手段を確立し，連絡員を指名

すること 

広 報 班 
任務 
・プレス発表 
 （含．ﾌﾟﾚｽ発表文作成） 
・協定先自治体等への連絡 
・ＱＡ作成 
・見学者対応 
 
 
 
 
 
 
構成 
班 長：広報課長 
副班長：広報課課長代理(広報) 

広報課課長代理 
(広報企画) 

班 員：広報課員 
    技術課員 
    技術系発電所員 

情 報 班 
任務 
・情報収集 
・本社，支社他への情報提供 
・ＱＡ作成 
・所内周知 
 
 
 
 
 
 
 
構成 
班 長：技術課課長代理 
副班長：調査担当副長 
班 員：技術課員 
    広報課員 

連 絡 責 任 者 
・初期通報第１報連絡 

自 衛 消 防 隊 
 自 衛 消 防 隊 長：発電所長が指名する副所長 
         または次長 
・自衛消防隊の指揮 
・消防機関との活動方針の協議 

 自衛消防隊副隊長：保修管理課長 
・自衛消防隊長の補佐，自衛消防隊長不在時等の任務代行 

火災発生時の初期対応 
・火災発生場所の確認，初期消火，救助応援 
・消防署への通報 
・自衛消防隊出動と火災発生現場付近からの 
 退避ページング 
・消防車，救急車誘導場所の指示および負傷者 
 搬出場所の指示（非常口開放準備） 

技 術 班 
任務 
・プラントへの影響評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
構成 
班 長：技術課長 
副班長：炉心・保安担当副長 
副班長：燃料担当副長 
班 員：技術課員 
    発電課当直副長 
    又は当直主任（日勤班）

（注）各班長は，必要に応じて他課の応援を求める。 
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

自　主 ● ●

法　定 ● ●

自　主 ● ●

法　定 ● ●

自　主 ● (１号) (２号) ● (１号) (２号)

法　定 ● ● ● ●

散水栓 自　主
●

(１号)
●

(２号)
●

(１号)
●

(２号)

自　主 ● ●

法　定 ● ● ●

自　主 ● ●

法　定 ● ●

自　主 ● ●

法　定 ● ●

自　主 ● ●

法　定 ● ●

誘導灯 法　定 ● ●

消防機材 自　主 ● ●

排煙設備
山林用消火栓

自　主 ● ●

自　主 ● ●

法　定 ● ●

自　主 ● ●

法　定 ● ●

自　主 ● ●

法　定 ● ●

誘導灯設備 法　定 ● ●

排煙設備 法　定 ● ●

連結送水管設備 法　定 ● ●

避難器具設備 法　定 ● ●

自　主 ● ●

法　定 ● ●

自　主 ● ●

法　定 ● ●

自　主 ● ●

法　定 ● ●

誘導灯設備 法　定 ● ●

排煙設備 自　主 ● ●

消火器設備 法　定 ● ●

自動火災報知設備 法　定 ● ●

消火器設備

動力消防ポンプ設備

自動火災報知設備

本
　
　
　
館
　
　
　
他

屋内・屋外消火栓設備

ハロン消火設備（２ 号機）

泡消火設備

二酸化炭素消火設備（１号機）
（ハロン消火設備含む）

平 成 １ ８ 年 度　消 防 設 備 保 守 点 検 実 績 表

備考平  成  １ ８  年 平 成 １ ９ 年点検区分区分

点検頻度：法定；１回／６ケ月，自主；１回／６ケ月

建
物

ｼ
ﾐ

ｭ
ﾚ
|
ﾀ

管
理
事
務
所
２
号
館

屋内消火栓設備

管
理
事
務
所
１
号
館

消火器設備

消火器設備

自動火災報知設備

屋内消火栓設備

自動火災報知設備
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③教育・訓練 

事故等が発生した場合の通報連絡を正確かつ迅速に行うため，定期的に

以下の情報連絡訓練を実施することを社内規定に定めている。 
・訓練範囲および頻度 

①社内（１回／月） 
②協定先，保安検査官，その他関係機関，社内（１回／四半期） 
③国，協定先，保安検査官，その他関係者，社内（１回／年） 

 
H18 年度通報訓練実績 
① ８回 
② ３回 
③ １回 
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異 常 事 象 発 生 時 の 連 絡 系 統 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（
連 

絡 

担 

当 

者
） 

連 
 

絡 
 

責 
 

任 
 

者 

当
直
長
ま
た
は
各
課
長 

所 
 
 

長 

 
社内 

関係者 

電話連絡（固定）※
情報連絡票 

 

第１報 FAX（社内）※，一斉召集ｼｽﾃﾑ 

社内電話 第１報 FAX（社外）※ 

社内電話 
電話連絡（携帯） 

初 期 通 報 
第１報作成 
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 ※ ：災害時優先回線 
本資料における丸数字は，別紙－２の各機材に対応 

電話回線（固定）が使用不能

の場合，②により連絡可能 

社内電話が使用不能の場

合，④により連絡可能 

社内電話が使用

不 能 の 場 合 ，

①，②により連

絡可能 

発 
 
 

見 
 
 

者 

社内電話 

社内電話が

使用不能の

場合，④によ

り連絡可能 

電話回線が使用不能の場合，①，②，

③，④，⑤，⑥，⑦により連絡可能 

原子力安全・

保安院 

保安検査官事

務所 

協定先等 

第１報 FAX（社外）※ 

電話連絡（携帯）
電話回線が使用不能の場合，電話

連絡（固定），②により連絡可能 

電話連絡（携帯）
電話回線が使用不能の場合，電話連

絡（固定），②，⑧により連絡可能

第１報 FAX（社外）※ 



原子力防災資機材（非常用通信機器）点検実績一覧（中国電力） 
島根原子力発電所  品名 数量 点検内容 点検頻度 

至近の点検実績 

① 緊急時電話回線 ７回線 通話確認 １回／年 H18.9.27 

② 
携帯電話等 

（災害時優先） 

１００台 

（うち８台） 
通話確認 １回／年 H18.9.28 

③ 衛星専用電話 １回線 通話確認 １回／年 H18.9.27 

④ 所内ページング装置 １式 通話確認 １回／年 H18.7.18～20 

⑤ 社内電話 ２０回線 通話確認 １回／年 H18.9.27 

 

その他資機材（緊急時対策室，執務室）点検実績一覧（中国電力） 

島根原子力発電所  品名 数量 点検内容 点検頻度 

至近の点検実績 

⑥ 本店直通電話（専用回線） ３台 通話確認 １回／半期 H19.3.29 

⑦ 所内放送設備 １台 通話確認 １回／半期 H19.3.29 

⑧ 県専用直通電話（専用回線） １台 通話確認 １回／月 H19.6.25 

 

別
紙
－
２
 


	本文

	添付
	資料－１
	資料－２
	資料－３



